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第Ⅱ部実証分析編（第 5 章から第 8 章）では、組織間関係を、具体的・実証的に分析することとした。 
第 5 章では, 「ソーシャル・キャピタル（SC）」の概念を用いて、震災復興過程で、住民組織と支援団体や
自治体との信頼関係がどのように形成され、組織レベルでどのようなコンフリクトに直面しながらも、橋渡し





















































ちづくり検討期、恒久住宅期に 4 分類し、組織レベルと個人レベルから分析した。 
研究手法としては、宮城県内 18 地区を対象に、住民組織・自治体・NPO 等の支援団体の約 70 名
に対して、インタビュー調査を実施した。インタビュー調査結果のデータは、「修正版グランデッド・セ







本論文は 10 章で構成されている。まず第 1 章では、研究背景と目的・分析視角・研究手法を丁寧
に述べた。続く第Ⅰ部先行研究・分析枠組み検討編（第 2 章から第４章）では、組織間関係論、住民
参加論や合意形成論等もふまえた震災復興過程の時間的区分、コミュニティと住民参加という３つの
観点から先行研究のレビューを行い、リサーチ・クエスチョンを提示した。第 2 章では、先行研究では
あまり焦点があたらなかった、住民組織・自治体・支援団体からなる「公共・非営利領域」の組織間関
係に着目し、資源依存論、コンフリクト、コミュニケーション、信頼の観点から論じた。第 3 章では、住民
参加論や合意形成論をふまえて平時と震災復興過程の組織間関係を比較し、不確実性と即興、時間
圧力、正当性等の相違点を抽出した。また、時間に関する先行研究をふまえて、震災復興過程を 4 つ
に分類した。第 4 章では、コミュニティには地域性と連帯性/共同性の二つの要素が成り立つことおよ
びコミュニティが果たす5つの機能を明らかにした。また、従前の住民組織が維持されるか否かが震災
後の組織間関係にも影響を与えることをふまえ、「伝統的コミュニティ」と「新設コミュニティ」に分類し
た。 
第Ⅱ部実証分析編（第5章から第8章）では、「公共・非営利領域」の組織間関係を実証的に分析し
た。第 5 章では、ソーシャル・キャピタル（SC）の概念を用いて、震災復興過程で、住民組織と支援団
体や自治体との信頼関係が形成される過程や、組織レベルで直面するコンフリクト、形成された SC や
その成果を明らかにした。第 6 章では、震災復興の過程における自治体と支援団体との組織間関係
について、コンフリクトの存在や協働の成果が挙げられた。第 7 章では、組織を代表して対外組織関
係を調整する「対境担当者（Boundary Spanner）」の概念を用いて、震災復興過程の住民組織・支援
団体・自治体との組織間関係に関して、対境担当者に共通の特性や抱えるジレンマを提示した。第８
章では、住民が主体性を発揮していくプロセスについて、住民組織の 5 つの機能回復の視点から詳
述した。 
以上の議論をふまえて、最後の第９章では、本論文の分析視座として、組織間協働の実態、時期・
地理的区分、経営学・組織論、個人、住民の視点の５つの問題意識を示した。そのうえで、平時と震災
復興過程の相違、住民組織と支援団体・自治体との関係、自治体と支援団体との関係、住民の主体
性に与えた影響について結論を述べた。 
本論文は、先行研究ではあまり焦点があたらなかった、住民組織・自治体・支援団体からなる「公
共・非営利領域」の組織間関係に着目し、震災復興過程におけるこれらの関係性の形成や維持につ
いて、丹念な理論・先行研究および詳細なインタビュー調査による豊富なデータ分析から新たな知見
を導出した学術的・社会的意義があると考えられる。 
よって、本論文は博士（経営学）の学位を授与するに値すると判断した。 
